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平成 24年度 愛知県の障害者雇用施策について 

 

事業名及び予算要求額 主な事業内容 備 考（実績等） 

１雇用促進費 

2,044千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)障害者就職面接会の実施 

 (ｱ)学卒障害者就職面接会（平成 24年 7月 12日） 

  ・県、愛知労働局、愛知新卒応援ハローワーク共催 

  ・会場は名古屋国際会議場 イベントホール 

  ・学生は、大学等を卒業後 3年以内の未就職者も対象とする 

(ｲ)一般障害者就職面接会（平成 24年 9月、平成 25年 2月実施予定） 

・県、愛知労働局、公共職業安定所共催 

・名古屋・尾張地区：9月 28日、25年 2月 20日 

・三河地区：9月 7日（刈谷）、25年 2月 7日（豊橋） 

(ｳ)地域での就職面接会 

・ハローワークと共催で地域での就職面接会を実施（半田：12月 13日） 

 

(2)障害者雇用促進トップセミナーの開催 

・対象：事業主や人事担当役員等 400名 

・内容：障害者雇用事業所等好事例の紹介など 

 

(3)障害者雇用優良事業所の表彰 

  ・対象：障害者を積極的に多数雇用する事業所 5事業所程度 

・目的：障害者雇用の一層の理解と周知を行う 

・時期：障害者雇用促進トップセミナー内で実施 

 

(4)障害者雇用啓発資料の作成・配布 

  ・内容：障害者雇用啓発冊子を作成し、企業や障害者雇用支援機関等に配布 

  ・部数：3,000部 

 

(5)企業等への障害者雇用の要請 

  ・方法：主要経済 4団体へ県及び愛知労働局幹部が直接訪問し、障害者雇用要請を実施 

また法定雇用率未達成企業に対して、愛知労働局との連名の雇用要請文を発送 

・時期：労働局の障害者雇用状況発表後、速やかに実施 

 

(6)地域におけるネットワークの構築   平成２４年度新規事業 

  ・障害者就業・生活支援センターと地域の経済団体（商工会議所等）等の連携推進のため

のセミナー等の開催 

 

(1)就職面接会 

(ｱ)学卒障害者就職面接会参加状況等 

年度 障害者数 企業数 就職者数 就職率 

24 93 人 106社 23 人 24.7% 

23 100人 93 社 15 人 15.0% 

22 83 人 89 社 20 人 24.1% 

(ｲ)一般障害者就職面接会参加状況等 

年度 障害者数 企業数 就職者数 就職率 

24  集計中 集計中 調査中 － 

23 1,598 人 404社 104人 6.5% 

22 1,919 人 413社 129人 6.7% 

 

(2)障害者雇用促進トップセミナー 

開催日 場 所 内  容 

25.1.18 

（予定） 

中 区 役

所 ホ ー

ル 

「障害者雇用における課題と雇用率引き上げへの対応について」 

「当社における障がい者雇用の取組」フジパングループ本社（株） 

「障害者雇用を進めるために」（社福）岩崎学園 

 

(3)障害者雇用優良事業所表彰（平成 23年度） 

開催日 場 所 23 年度の表彰事業所 

23.12.14 
中電 

ホール 

日本トレクス（株）、（株）ヤマナカ、ユニー（株）、(社福)Ａ

ＪＵ自立の家、(社福)名古屋ライトハウスの 5事業所   

 

(4)冊子「障害者の雇用のために」 

作成時期 作成部数 内容 配布先 

25年 3月 3,000 部 
各種助成制度・援助機関の案
内、雇用優良事業所の事例紹介 

県内企業、県民生活プ
ラザ、ハローワーク等 

 

(5)経済団体及び未達成企業への雇用要請 

実施日 訪問先団体 要請文送付企業数 

24.11.30 
①県経営者協会 ②県商工会議所連合会 

③県商工会連合会 ④県中小企業団体中央会 

2,740 社 

(23年度:2,712 社) 

 

(6)地域におけるネットワークの構築 

実施日 商工会議所名 内容 

24.11.28 一宮商工会議所 障害者就業・生活支援センターの説明 

講演（企業、ハローワーク、養護学校）等 24.12．4 岡崎商工会議所 

25. 1.29(予定) 豊橋商工会議所 
 

資料 2 
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事業名及び予算要求額 主な事業内容 備 考（実績等） 

２就労支援事業費 

     1,995千円 

     

 県が育成した就労支援者等を障害者や事業主に対する相談・助言のため職場等に派遣し、福

祉的就労から一般就労への促進を図る。 

 ・就労支援者等：平成 19年～21年の就労支援者養成研修修了者（92人）及び 1号ジョブコ

ーチのうち承諾が得られた者 

 ・派遣回数：延べ 210回以上 

就労支援実績（24年度は 11月末現在） 

年度 21 22 23 24 

求職活動支援 114 113 2 0 

職場実習支援 0 21 0 0 

職場定着支援 87 139 216 65 

支援回数計 201回 273回 218回 65 回 
 

３障害者定着雇用奨励金 

27,879千円 

 

国の「特定求職者雇用開発助成金」の支給終了後も、引き続きその障害者を雇用する中小企

業事業主に対して、県独自の奨励金を支給する。 

・目的：経済面から障害者の職場定着を促進するよう企業を支援する。 

支給区分 支給額（月額） 県支給期間 

重度障害者  7,500円 1 年 

中軽度障害者 5,000 円 1 年 6 月 

中軽度障害者（短時間） 3,500 円 1 年 6 月 

 ※国の特開金と併せて 3年間の支給 

 

奨励金の支給（24年度は 11月支給分まで） 
 

年度 21 22 23 24 

対象事業主数 737社 527社 406社 346社 

対象障害者数 916人 658人 537人 526人 

支給額 33,237,500円 24,332,500円 19,212,500円 17,678,500円 

４障害者職業訓練費 

    314,406千円 

(1)施設内訓練 

  障害者に自己の職業訓練に適応する職種に必要な基礎知識と技能を習得させることによ

り、就職及び自立を容易にし、職業の安定と地位の向上を図る。 

  実施場所：愛知障害者職業能力開発校 

  定 員 等：訓練科 5科、125人 

  訓練期間：1年 

(2)委託訓練 

(ｱ)障害者の態様に応じた多様な委託訓練 

 訓練期間 1～3か月、定員 500人 

(ｲ)特別委託訓練 

・食品加工科 訓練期間 2年、定員 20人（知的障害者対象） 

  ・生産実務科 訓練期間 1年、定員 5人（精神障害者対象） 

(1)施設内訓練 

訓練科 訓練期間 23定員 23入校者 24定員 24入校者 

情報システム科 1 年 20 人 17 人 20 人 16 人 

ＯＡビジネス科 1 年 30 人 27 人 30 人 23 人 

ＣＡＤ設 計 科 1 年 30 人 21 人 30 人 10 人 

デ ザ イ ン 科 1 年 30 人 20 人 30 人 21 人 

総 合 実 務 科 1 年 15 人 12 人 15 人 6 人 

合  計 125人 97 人 125人 76 人 

(2)委託訓練（24年度は 11月末現在） 

訓練種別 23定員 23受講者 24定員 24受講者 

(ｱ) 委託訓練 500人 386人 500人 262人 

(ｲ) 特別委託訓練 25 人 25 人 25 人 25 人 

合  計 525人 411人 525人 287人 
 

５障害者雇用アドバイザー 

派遣事業 

（緊急雇用創出基金事業） 

8,127千円 

平成２４年度新規事業 

法定雇用率未達成企業等を対象にアドバイザー及び社会保険労務士の派遣を行い、障害者

に対する理解を深めるとともに、助言及び情報提供等の支援を実施する。 

・アドバイザー及び社会保険労務士派遣企業数 60社 

・職場実習確保企業数 30社（派遣企業の中から開拓） 

・アドバイザー3人 

・特別支援教育課、障害者就業・生活支援センター等へ「職場実習受入可能事業所リスト」

を毎月情報提供 

 

 

 

 

 

 

○障害者雇用アドバイザー派遣事業（平成 24年 11月末現在） 
 

 件 数 

アドバイザー派遣電話照会 369社（うち訪問による照会 295社） 

アドバイザーの派遣 178社 

社会保険労務士の派遣 3 社 

職場実習先開拓・確保 52 社 

職場実習希望 16 社 

職場実習受入済 7 社 

就職 2 人 
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その他 内  容 備  考 

障害者就業・生活支援センタ

ーの設置拡充 

 

 障害者の身近な地域において就労支援が可能になるよう、障害者就業・生活支援センターを

各障害福祉圏域に 1箇所の設置を目指す。（県内：１２障害福祉圏域） 

   

圏域 施設の名称 設置年月日 

東三河南部 豊橋障害者就業・生活支援センター 平成 14年 5月 7日 

知多半島 知多地域障害者就業・生活支援センター「ワーク」 平成 16年 7月 1日 

名古屋 なごや障害者就業・生活支援センター 平成 17年 4月 1日 

西三河南部 西三河障害者就業・生活支援センター「輪輪」 平成 19年 4月 2日 

尾張西部 尾張西部障害者就業・生活支援センター「すろーぷ」 平成 20年 4月 1日 

尾張北部 尾張北部障害者就業・生活支援センター「ようわ」 平成 20年 4月 1日 

尾張東部 尾張東部障害者就業・生活支援センター「アクト」 平成 21年 4月 1日 

西三河北部 西三河北部障がい者就業・生活支援センター 平成 22年 4月 1日 

海部 海部障害者就業・生活支援センター 平成 23年 10月 1日 

東三河北部 東三河北部障害者就業・生活支援センター「ウィル」 平成 24年 4月 1日 
 

 

未設置圏域：２箇所 

・尾張中部圏域：平成２５年４月１日設置予定（公募により選定作業中） 

・西三河南部西圏域：平成２６年度設置予定 

県の機関における知的障害者

インターンシップ事業 

 県立知的障害養護学校から推薦を受けた生徒（高等部 1年生及び 2年生）を、県の機関にお

いて職場実習を行う。 

 受入所属：地方機関を含む全ての県の機関 

 実習人数：6名   実習期間：2日間～5日間 

実習実施状況 
 

年度 21 22 23 24 

実習生数 11 人 9 人 ７人 ６人 

障害者多数雇用事業所等への

物品等・役務の優先発注 

 県が物品等及び役務を調達する際、障害者雇用率が 3.6％以上の県内に本店を有する中小企

業又は県内の事業協同組合等に優先的な取扱いを行う。 

 登録対象企業等：55社（平成 24年 11月末現在） 

優先的調達実績（平成 23年度） 
 

 指名競争入札等 随意契約 

件数 金額 件数 金額 

物品等 1 件 1,554,260円 257件 19,869,704円 

役務 2 件 7,360,122円 58 件 15,770,412円 

第 3セクター方式による重度

障害者多数雇用企業の設立運

営 

 重度障害者や知的障害者に安定した雇用の場を創出するため、障害者雇用のモデル企業とし

て設立した、民間企業、本県及び名古屋市の共同出資による第 3セクター方式の重度障害者多

数雇用企業 2社の運営指導を行う。 

    

 

 

企 業 名 愛知玉野情報システム㈱ 名古屋昭和建物サービス㈱ 

所 在 地 名古屋市東区葵 1-13-3 名古屋市昭和区下構町 1-4 

設立年月 昭和 62年 10月 平成元年 8月 

従業員数 

 

20人 

（障害者15人うち重度15人） 

33人 

（障害者 11人うち重度 8人） 

障害者雇用連絡会議の設置 

平成２４年度新規事業 

 障害者雇用の一層の促進を図るには、関係行政機関や関係団体の連携が不可欠であるため平

成２４年４月設置。 作業部会として、「障害者ワークフェア部会」、「障害者雇用率向上部会」

を設置。 

構成員：県産業労働部就業促進課、県健康福祉部障害福祉課、県教育委員会特別支援教育課、

愛知労働局、愛知障害者職業センター、なごや障害者就業・生活支援センター等 

（開催状況） 

・連絡会議：４月２７日 

・ワークフェア部会：６月１１日、１１月１５日 

・雇用率向上部会：５月２２日、６月１５日、７月２６日 

 


